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地 方 税 の 取 扱 い 
 

税  目 調 整 方 針 案 ページ 

個人市町村民税 

新潟市の制度に統一する。 

ただし，均等割については，合併が行われた日の属する年度及びこれに続く３年度に限り，市町村の合併の特例に関する法律第１０条第１項の規定に

より，不均一の課税をする。なお，この場合，合併年度及びこの翌年度は現行のとおりとし，それに続く２年度は５００円加算した税額とする。 

２ 

法人市町村民税 

新潟市の制度に統一する。 

ただし，法人税割については，新潟市より税率が低い場合は，合併が行われた日の属する年度及びこれに続く３年度に限り，市町村の合併の特例に関

する法律第１０条第１項の規定により，不均一の課税をする。なお，この場合，合併年度及びこれに続く３年度は現行のとおりとする。  

４ 

固定資産税 新潟市の制度に統一する。 ６ 

軽自動車税 新潟市の制度に統一する。 ８ 

市町村たばこ税 新潟市の制度に統一する。 １２ 

鉱産税 新潟市の制度に統一する。 １４ 

特別土地保有税 新潟市の制度に統一する。 １６ 

入湯税 新潟市の制度に統一する。 １８ 

事業所税 

新潟市の制度を適用する。 

ただし，合併が行われた日の属する年度及びこれに続く３年度に限り，市町村の合併の特例に関する法律第１０条第１項の規定により，課税をしないこ

と又は不均一の課税をすることとする。なお，この場合，合併年度及びこれに続く２年度は課税をしないこととし，その翌年度は２分の１の税率とする。 

２０ 

都市計画税 

新潟市の制度に統一する。 

ただし，合併が行われた日の属する年度及びこれに続く５年度に限り，市町村の合併の特例に関する法律第１０条第１項の規定により，課税をしないこ

と又は不均一の課税をすることとする。なお，この場合，合併年度及びこの翌年度は現行のとおりとし，それに続く４年度は段階的に調整した税率とする。 

２２ 

資料１ 



 ２

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
個人市町村民税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

(1) 市内に住所を有する個人  ………  均等割＋所得割  

(2) １月１日現在，市内に事務所，事業所，家屋敷を有する個人

で，市内に住所を有しない者  ………………  均等割 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ３，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×３１５，０００円 

              ［扶養者がいる場合は２１６，０００円加算］ 

３ 所得割 

(1) 税 率  ……………………………  標準税率 

市民税 
課税標準額 

税率 速算控除額 

２００万円以下 ３% ０円 

２００万円を超え７００万円

以下 
８% １００，０００円 

７００万円を超える場合 １０% ２４０，０００円 

 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×３５０，０００円 

          ［扶養者がいる場合は３６０，０００円加算］ 

４ 所得割の課税標準 

  前年中の総所得金額，退職所得金額，山林所得金額で所得

税法第22条第２項又は第３項の計算の例によって算定する。 

５ 納 期 

第１期     ６月１６日～ ６月３０日 

第２期     ８月１６日～ ８月３１日 

第３期    １０月１６日～１０月３１日 

第４期  翌年１月１６日～ １月３１日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，５００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円 

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円 

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

    新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円 

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

第１期     ６月１６日～ ６月３０日 

第２期     ８月１６日～ ８月３１日 

第３期    １０月１６日～１０月３１日 

第４期    １２月１６日～１２月２５日 

 
 

 



 ３

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
個人市町村民税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 
１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円 

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

第１期    ６月１６日～ ６月３０日 

第２期    ８月１６日～ ８月３１日 

第３期   １０月１６日～１０月３１日 

第４期   １２月１６日～１２月３１日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

第１期    ６月１６日～ ６月３０日 

第２期    ８月１６日～ ８月３１日 

第３期   １０月１６日～１０月３１日 

第４期   １２月１６日～１２月３１日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円 

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

第１期    ６月１６日～ ６月３０日 

第２期    ８月１６日～ ８月３１日 

第３期   １０月１６日～１０月３１日 

第４期   １２月１６日～１２月３１日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

第１期    ６月１６日～ ６月３０日 

第２期    ８月１６日～ ８月３１日 

第３期   １１月１６日～１１月３０日 

第４期 翌年１月１６日～ １月３１日 

中之口村    

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 均等割 

(1) 税 率  ……………………………  ２，０００円／年 

(2) 非課税基準  ……… （本人＋扶養者数）×２８０，０００円 

              ［扶養者がいる場合は１９２，０００円加算］ 

 

３ 所得割 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所得割の課税標準 

新潟市と同じ 

 

５ 納 期 

新潟市と同じ 

   

 

 



 ４

合併特例法に規定されている協議事項 

地方税の取扱い 

法人市町村民税 
新潟市 新津市 白根市 豊栄市 

１ 納税義務者 

(1) 市内に事務所又は事業所を有する法人 … 均等割＋法人

税割 

(2) 市内に寮，宿泊所，クラブ，その他これらに類する施設を有

する法人で，市内に事務所又は事業所を有しないもの及び

市内に事務所，事業所又は寮等を有する法人でない社団又

は財団で代表者又は管理人の定めがあるもの … 均等割 

２ 均等割  …………………………  標準税率 

資本等の金額 従業者数 税 率 

50人超 3,000千円 50億円を超える法

人 50人以下 410千円 

50人超 1,750千円 10億円超～50億円

以下の法人 50人以下 410千円 

50人超 400千円 １億円超～10億円

以下の法人 50人以下 160千円 

50人超 150千円 １千万円超～１億

円以下の法人 50人以下 130千円 

50人超 120千円 １千万円以下の法

人 50人以下 50千円 

上記以外の法人等  50千円 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％  

(2) 課税の特例 

資本等の金額が１千万円未満で，かつ法人税額が 

年２１０万円未満の法人  ………  １３．５％ 

４ 納 期 

事業年度終了の日の翌日から２カ月以内 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１２．３％（標準税率） 

(2) 課税の特例 

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１２．３％（標準税率） 

(2) 課税の特例 

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１２．３％（標準税率） 

(2) 課税の特例 

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

 
 

 



 ５

合併特例法に規定されている協議事項 

地方税の取扱い 

法人市町村民税 
小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１２．３％（標準税率） 

(2) 課税の特例 

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１３．５％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１４．７％ 

(2) 課税の特例    

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

中之口村    

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 均等割   

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法人税割 

(1) 法人税額×１２．３％（標準税率） 

(2) 課税の特例 

制度なし 

 

４ 納 期 

新潟市と同じ 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  



 ６

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
固定資産税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

1月1日現在，市内に所在する固定資産（土地・家屋・償却

資産）の所有者 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

国際観光ホテル整備法第３条又は第１８条第１項により，

登録を受けたホテル業又は旅館業の用に供する家屋のう

ち，登録部分に課する課税標準を１００分の５０の額とす

る。 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

都市再開発法第１３８条第１項の規定の適用を受ける耐

火建築物に対する税率は，新たに課されることとなった年

度から５年間に限り３分の２とする。 

 

４ 免税点 

土地     ３０万円 

家屋     ２０万円 

償却資産 １５０万円 

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期    １２月１６日～１２月２８日 

第４期  翌年２月１６日～ ２月 末日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) １月１日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

     制度なし 

 

 

 

 

３ 税 率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

    制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

新潟市と同じ 

 

 

 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～  ４月３０日 

第２期     ７月１６日～  ７月３１日 

第３期     ９月１６日～  ９月３０日 

第４期    １２月１６日～ １２月２８日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～  ４月３０日 

第２期     ７月１６日～  ７月３１日 

第３期      ９月１６日～  ９月３０日 

第４期     １２月１６日～ １２月２５日 
西川町 味方村 潟東村 月潟村 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

    制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期    １２月１６日～１２月２５日 

第４期  翌年２月１６日～ ２月末日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

    制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

    制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期    １２月１６日～１２月２５日 

第４期  翌年２月１６日～ ２月 末日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

 

    制度なし 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

第１期     ５月１５日～ ６月２日 

第２期     ７月１５日～ ７月３１日 

第３期    １２月１５日～１２月２５日 

第４期  翌年２月１５日～ ３月１日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

     制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

      制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

      

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期    １０月１６日～１０月３１日 

第４期    １２月１６日～１２月２５日 

 



 ７

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
固定資産税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 
１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

 

          

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期     ９月１６日～ ９月３０日 

第４期    １１月１６日～１１月３０日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

    

   

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期     ９月１６日～ ９月３０日 

第４期    １１月１６日～１１月３０日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

 

  

         

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期     ９月１６日～ ９月３０日 

第４期    １１月１６日～１１月３０日 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

 

           

 

５ 納期 

第１期     ４月１６日～  ４月３０日 

第２期     ７月１６日～  ７月３１日 

第３期    １０月１６日～ １０月３１日 

第４期    １２月１６日～ １２月２５日 
中之口村    

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

２ 課税標準 

(1) 1月1日現在における当該固定資産の価格 

(2) 課税標準の特例 

制度なし 

 

 

 

３ 税率 

(1) １．４％（標準税率） 

(2) 税率の特例 

制度なし 

 

 

 

４ 免税点 

新潟市と同じ 

      

     

  

５ 納期 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期    １２月１６日～１２月２５日 

第４期  翌年２月１６日～２月末日 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



 ８

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
軽自動車税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

 

  軽自動車等（原動機付自転車，軽自動車，小型特殊自動車及

び二輪の小型自動車）の所有者 

 

２ 軽自動車税の非課税 

 

  日本赤十字社が所有する救急用軽自動車等 

 

３ 軽自動車税の免除 

 

  商品であって，使用しない軽自動車等 

 

４ 税 率      別 紙 

 

５ 賦課期日及び納期 

 

(1) 賦課期日  ………  ４月１日 

(2) 納    期  ………  ５月１６日～５月３１日 

 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

 
 

 



 ９

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
軽自動車税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

中之口村    

新潟市と同じ    

 

 



 １０

 

（別紙） 
 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市  

区        分 年税額 

総排気量0.05ﾘｯﾄﾙ以下又は出

力0.6ｷﾛﾜｯﾄ以下 
１，０００円 

二輪で総排気量0.09ﾘｯﾄﾙ以下

又は出力0.8ｷﾛﾜｯﾄ以下 
１，２００円 

二輪で総排気量0.09ﾘｯﾄﾙ超又

は出力0.8ｷﾛﾜｯﾄ超 
１，６００円 

原動機付

自転車 

三輪で総排気量0.02ﾘｯﾄﾙ超又

は出力0.25ｷﾛﾜｯﾄ超 
２，５００円 

二輪のもの ２，４００円 軽自動車 

三輪のもの ３，１００円 

営業用 ５，５００円 乗用 

自家用 ７，２００円 

営業用 ３，０００円 貨物 

自家用 ４，０００円 

軽自動車 

（四輪） 

雪 上 車 ２，４００円 

農耕作業用 １，６００円 

軽自動車

及び 

小型特殊

自動車 

小型特殊 

自動車 その他のもの ４，７００円 

二輪小型

自動車 
４，０００円 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

 



 １１

 

（別紙） 
 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

中之口村    

新潟市と同じ    

 



 １２

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
市町村たばこ税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

 

製造たばこの製造者，特定販売業者又は卸売販売業者 

 

 

 

２ 税 率 

 

（１） 紙巻たばこ １，０００本につき・・・・・・・・・・・・ ２，９７７円 

（２） 旧３級品の紙巻たばこ １，０００本につき・・・・１，４１２円 

 

 

 

３ 納 期 

 

前月中に小売販売業者に売り渡した製造たばこの課税標準数

量，税額など記載した申告書を当月末日までに提出し，その税額

を納付する。 

 

 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

 
 

 



 １３

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
市町村たばこ税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

中之口村    

新潟市と同じ    

 
 

 



 １４

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
鉱産税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

 

鉱物の掘採の事業に対し，その鉱物の価格を課税標準として，

その鉱業者に課する。 

 

 

 

２ 税 率 

 

鉱物の価格の１／１００とする。ただし，１カ月に掘採した鉱物の

価格が２００万円以下である場合は，その税率は，０．７／１００と

する。 

 

 

 

３ 納 期 

 

前月中に掘採した鉱物の数量，価格，税額等を記載した申告

書を当月１５日から末日までに提出し，その税額を納付する。 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

 
 

 



 １５

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
鉱産税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 

新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 新潟市と同じ 

中之口村    

新潟市と同じ    

 
 

 



 １６

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
特別土地保有税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

    土地の保有又はその取得に対し，当該土地の所有者又は

取得者 

 

２ 課税標準 

    土地の取得価額 

 

３ 税率 

 (1) 保有分１．４％ 

 (2) 取得分３．０％ 

 

４ 免税点 

    ５，０００㎡ 

 

５ 申告納付 

 (1) 保有分  

１月１日において，基準面積以上の土地所有者は，その年

の５月３１日 

 (2) 取得分  

１月１日前１年以内に基準面積以上の土地を取得した者

は，その年の２月末日 

    ７月１日前１年以内に基準面積以上の土地を取得した者

は，その年の８月３１日 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

２ 課税標準 

新潟市と同じ 

 

３ 税率 

新潟市と同じ 

 

 

４ 免税点 

    １０，０００㎡ 

 

５ 申告納付 

新潟市と同じ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成１５年度より課税停止 
 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

２ 課税標準 

新潟市と同じ 

 

３ 税率 

新潟市と同じ 

 

 

４ 免税点 

    １０，０００㎡ 

 

５ 申告納付 

新潟市と同じ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成１５年度より課税停止 
 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

２ 課税標準 

新潟市と同じ 

 

３ 税率 

新潟市と同じ 

 

 

４ 免税点 

    １０，０００㎡ 

 

５ 申告納付 

新潟市と同じ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成１５年度より課税停止 
 

 
 

 



 １７

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
特別土地保有税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１５年度より課税停止 

 

中之口村    

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

２ 課税標準 

新潟市と同じ 

 

３ 税率 

新潟市と同じ 

 

 

４ 免税点 

    １０，０００㎡ 

 

５ 申告納付 

新潟市と同じ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成１５年度より課税停止 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 



 １８

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
入湯税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

 

   環境衛生施設，鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他

消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興に要する費

用に充てるため，鉱泉浴場における入湯に対し，入湯客に課す

る。 

 

２ 税 率 

 

  入湯するもの１人１日について１５０円 

 

３ 課税免除 

 

(1) 年齢１２歳未満の者の入湯 

(2) 共同浴場又は一般公衆浴場における入湯 

(3) 病気療養のための入湯で，１０日以上引き続き入湯する場

合における１１日目以後の入湯 

(4) 新潟市老人福祉センター黒埼荘での入湯 

 

４ 入湯税の徴収方法 

 

(1) 入湯税の徴収方法は，特別徴収の方法により，その特別徴

収義務者は，鉱泉浴場の経営者とする。 

(2) 特別徴収義務者は，毎月１５日までに前月中において徴収

すべき入湯税を申告納入する。 

 

 

制度なし １ 納税義務者 

 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 税 率 

 

新潟市と同じ 

 

３ 課税免除 

 

(1) 年齢１２歳未満の者の入湯 

(2) 共同浴場又は一般公衆浴場における入湯 

(3) 病気療養のための入湯で，１０日以上引き続き入湯する場

合における１１日目以後の入湯 

 

 

４ 入湯税の徴収方法 

 

新潟市と同じ 
 

制度なし 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 

 
 

 



 １９

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
入湯税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 
１ 納税義務者 

 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

２ 税 率 

 

新潟市と同じ 

 

３ 課税免除 

 

(1) 年齢１２歳未満の者の入湯 

(2) 共同浴場又は一般公衆浴場における入湯 

(3) 病気療養のための入湯で，１０日以上引き続き入湯する場

合における１１日目以後の入湯 

 

 

４ 入湯税の徴収方法 

 

新潟市と同じ 

制度なし 制度なし １ 納税義務者 

 

   環境衛生施設，鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他

活動に必要な施設の整備並びに観光の振興に要する費用に

充てるため，鉱泉浴場における入湯に対し，入湯客に課する。 

 

 

２ 税 率 

 

  新潟市と同じ 

 

３ 課税免除 

 

(1) 年齢１２歳未満の者の入湯 

(2) 共同浴場又は一般公衆浴場における入湯 

(3) 病気療養のための入湯で，１０日以上引き続き入湯する場

合における１１日目以後の入湯 

 

 

４ 入湯税の徴収方法 

 

  新潟市と同じ 

 

中之口村    

制度なし    

 

 



 ２０

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
事業所税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てる

ため，事務所又は事業所において法人若しくは個人の行う事業

に対し，当該事業を行う者に課する。 

 

２ 課税標準 

(1)資産割 ……… 事業所用家屋の床面積 

(2)従業者割 …… 従業者給与総額 

 

３ 税 率 

 (1)資産割 ……… １㎡あたり６００円 

(2)従業者割 …… 従業者給与総額の０．２５％ 

 

４ 免税点 

 (1)資産割 ……… 事業所用家屋の床面積     1,000㎡以下 

(2)従業者割 …… 従業者の合計数             100人以下 

 

５ 申告納付 

(1)法人は，各事業年度終了の日から２カ月以内に申告納付 

(2)個人は，その年の翌年３月１５日までに申告納付 

 

※事業所税は，道路，上・下水道，公園，教育文化施設などの整

備にあてる目的税であり，都，指定都市（その周辺都市）及び人

口３０万人以上の都市で課税している。 

制度なし 制度なし 制度なし 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 

 
 

 



 ２１

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
事業所税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 
制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 

中之口村    

制度なし    

 
 

 



 ２２

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
都市計画税 

新潟市 新津市 白根市 豊栄市 
１ 納税義務者 

都市計画事業又は土地区画整理法に基づいて行う土地

区画整理事業に要する費用に充てるため，市街化区域内

に所在する土地及び家屋に対し，その価格を課税標準とし

て，土地又は家屋の所有者に課する。 

 

 

２ 税率 

０．２８％ 

 

３ 納期 （固定資産税と同じ） 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期    １２月１６日～１２月２８日 

第４期  翌年２月１６日～ ２月 末日 

制度なし １ 納税義務者 

都市下水路整備に要する費用に充てるため，都市計画

法第５条の規定により指定された都市計画区域のうち同法

第７条第１項に規定する都市下水路受益区域内に所在す

る土地及び家屋に対し，その価格を課税標準として，当該

土地又は家屋の所有者に課する。 

 

２ 税率 

０．１４％ 

 

３ 納期 （固定資産税と同じ） 

第１期     ４月１６日～  ４月３０日 

第２期     ７月１６日～  ７月３１日 

第３期     ９月１６日～  ９月３０日 

第４期    １２月１６日～ １２月２８日 
 

１ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

２ 税率 

０．２５％ 

 

３ 納期 （固定資産税と同じ） 

第１期     ４月１６日～  ４月３０日 

第２期     ７月１６日～  ７月３１日 

第３期      ９月１６日～  ９月３０日 

第４期     １２月１６日～ １２月２５日 

西川町 味方村 潟東村 月潟村 

制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 

 
 

 



 ２３

合併特例法に規定されている協議事項 
地方税の取扱い 
都市計画税 

小須戸町 横越町 亀田町 岩室村 
制度なし 制度なし １ 納税義務者 

新潟市と同じ 

 

 

 

 

 

２ 税率 

０．２％ 

 

３ 納期 （固定資産税と同じ） 

第１期     ４月１６日～ ４月３０日 

第２期     ７月１６日～ ７月３１日 

第３期     ９月１６日～ ９月３０日 

第４期    １１月１６日～１１月３０日 

制度なし 

中之口村    

制度なし    

 
 

 



税目 調整方針 市町村 現行 平成17年度 平成1８年度 平成1９年度 平成２０年度

新潟市 3,000円 3,000円 3,000円 3,000円 3,000円

新津市 2,500円 2,500円 3,000円 3,000円 3,000円

他11市町村 2,000円 2,000円 2,500円 2,500円 3,000円

新潟市、新津市、
白根市、豊栄市、
横越町、岩室村、
月潟村

14.7% 14.7% 14.7% 14.7% 14.7%

小須戸町、西川町、
味方村、潟東村、
中之口村

12.3% 12.3% 12.3% 12.3% 14.7%

亀田町 13.5% 13.5% 13.5% 13.5% 14.7%

新潟市

資産割
600円/㎡
従業者割
給与総額の
0.25％

資産割
600円/㎡
従業者割
給与総額の
0.25％

資産割
600円/㎡
従業者割
給与総額の
0.25％

資産割
600円/㎡
従業者割
給与総額の
0.25％

資産割
600円/㎡
従業者割
給与総額の
0.25％

12市町村 課税なし 課税なし 課税なし

資産割
３00円/㎡
従業者割
給与総額の
0.125％

資産割
600円/㎡
従業者割
給与総額の
0.25％

＊法人市民税（法人税割）：新潟市は資本金1,000万円未満、法人税額210万円未満の法人は13.5％を適用

　新潟市の制度を適用する。
　ただし，合併が行われた日の属する年度及びこれ
に続く３年度に限り，市町村の合併の特例に関する
法律第１０条第１項の規定により，課税をしないこと
又は不均一の課税をすることとする。
　なお，この場合，合併年度及びこれに続く２年度は
課税をしないこととし，その翌年度は２分の１の税率
とする。

個人市町村民税
　　　（均等割）

法人市町村民税
　　　(法人税割)

事業所税

　　　　(　参　考　）　　　　(　参　考　）　　　　(　参　考　）　　　　(　参　考　）
不　　　　均　　　　一　　　　課　　　　税　　　　（案）不　　　　均　　　　一　　　　課　　　　税　　　　（案）不　　　　均　　　　一　　　　課　　　　税　　　　（案）不　　　　均　　　　一　　　　課　　　　税　　　　（案）

　新潟市の制度に統一する。
 　ただし，均等割については，合併が行われた日の
属する年度及びこれに続く３年度に限り，市町村の
合併の特例に関する法律第１０条第１項の規定によ
り，不均一の課税をする。
　なお，この場合，合併年度及びこの翌年度は現行
のとおりとし，それに続く２年度は５００円加算した税
額とする。

　新潟市の制度に統一する。
　ただし，法人税割については，新潟市より税率が
低い場合は，合併が行われた日の属する年度及び
これに続く３年度に限り，市町村の合併の特例に関
する法律第１０条第１項の規定により，不均一の課
税をする。
　なお，この場合，合併年度及びこれに続く３年度は
現行のとおりとする。



税目 調整方針 市町村 現行 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

新潟市 0.28% 0.28% 0.28% 0.28% 0.28% 0.28% 0.28%

豊栄市 0.25% 0.25% 0.25% 0.25% 0.25% 0.25% 0.28%

亀田町 0.20% 0.20% 0.20% 0.20% 0.20% 0.22% 0.28%

新津市、
小須戸町、
横越町

課税なし 0.00% 0.05% 0.11% 0.16% 0.22% 0.28%

白根市、西川町、
岩室村、味方村、
潟東村、月潟村、
中之口村

課税なし
（白根市は１５
年度で廃止
予定）

課税なし

課税なし
（ただし、市街
化区域が設定
された場合は、
0.05%）

課税なし
（ただし、市街
化区域が設定
された場合は、
0.11%）

課税なし
（ただし、市街
化区域が設定
された場合は、
0.16%）

課税なし
（ただし、市街
化区域が設定
された場合は、
0.22%）

課税なし
（ただし、市街
化区域が設定
された場合は、
0.28%）

不　　　均　　　一　　　課　　　税　　　（案）

　新潟市の制度に統
一する。
　ただし，合併が行わ
れた日の属する年度
及びこれに続く５年度
に限り，市町村の合併
の特例に関する法律
第１０条第１項の規定
により，課税をしない
こと又は不均一の課
税をすることとする。
　なお，この場合，合
併年度及びこの翌年
度は現行のとおりと
し，それに続く４年度
は段階的に調整した
税率とする。

都市計画税


